
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 福島県 相馬市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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◆人件費：給与の独自削減等により、人件費に係る経常収支比率は類似団体平均と比べ低くなっている。しかしながら、市町村長等特別
職の給与等、類似団体平均を上回る部分もあるため、今後も定員適正化計画に基づき、退職者不補充による職員数の削減等に取り組
み、人件費抑制に努める。

◆物件費：物件費に係る経常収支比率は、類似団体平均とほぼ同水準となっている。引き続き物件費の抑制を図るため、行財政改革大
綱に基づき事務事業の簡素化・効率化に努める。

◆扶助費：扶助費に係る経常収支比率は類似団体平均に比べ下回っている。昨年とほぼ同水準であるが、今後は社会福祉費や児童福
祉費の増加などが予想されるので、措置人員の推移、扶助基準、単価改定及び制度改正の動向を的確に把握し適正化を図っていくよう
努めたい。

◆公債費：公債費に係る経常収支比率は類似団体平均と比べ下回っている。これは平成１０年度から実施してきた普通建設事業、地方債
発行額の抑制など行財政改革の取組みによるものである。しかし、公債費に準じる費用として債務負担行為に基づく支出が人口１人当た
りの決算額で類似団体平均の446.1％も上回っているため、実質公債費比率の悪化を招き、非常に重い財政負担となっている。今後は債
務負担行為について新たな設定は抑制し、公債費の適切な管理のもと財政健全化へ向けて、実質公債費比率の低減に努める。

◆補助費等：補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均と比べ上回っているのは、一部事務組合に対する負担金が多額になっている
ためである。今後は、事業内容が適正であるかどうかの見極めを図っていく。

◆その他：その他に係る経常収支比率は類似団体平均に比べ下回っている。下水道事業について、平成１６年度から資本費平準化債を
発行し、さらには整備面積の見直し・縮小を図った結果である。今後も公営企業健全化による経費節減を行いながら繰出金の抑制を図
る。

◆普通建設事業費：普通建設事業費の人口１人当たり決算額が平成１７年度に大幅に増加したのは、光陽地区石炭灰埋立事業開始に伴
う施設購入、光陽地区パークゴルフ場整備、誘致企業進出に伴う用地取得を行ったためである。また、平成２０年度に増加した主な原因
は、消防庁舎整備事業や市道整備事業によるものである。各年度、概ね類似団体平均より下回っているが、実質公債費比率は23.2％と許
可団体となる基準を超えており、今後も必要性、緊急性を十分に精査し、厳正な選別のもとに重点的に実施する。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,753,516 71,272 87,834 ▲ 18.9
賃金（物件費） 151,912 3,932 4,894 ▲ 19.7
一部事務組合負担金（補助費等） 529,507 13,706 9,731 40.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 35,220 912 687 32.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 121,247 3,138 3,500 ▲ 10.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 23,009 596 1,822 ▲ 67.3
▲退職金 ▲ 404,494 ▲ 10,470 ▲ 11,117 ▲ 5.8
合計 3,209,917 83,085 97,351 ▲ 14.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.45 9.50 ▲ 2.05
ラスパイレス指数 97.1 95.6 1.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 1,658,402 42,926 61,539 ▲ 30.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 39 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 545,409 14,117 15,807 ▲ 10.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 315,055 8,155 4,424 84.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 484,579 12,543 2,297 446.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 33 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 1,374,171 ▲ 35,569 ▲ 47,475 ▲ 25.1

合計 1,629,274 42,172 36,664 15.0
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,077,447 27,542 ▲ 51.6 54,368 ▲ 13.0 ▲ 38.6

うち単独分 841,600 21,513 ▲ 35.1 38,585 ▲ 5.4 ▲ 29.7

2,987,821 76,707 178.5 64,690 19.0 159.5

うち単独分 2,677,063 68,729 219.5 39,427 2.2 217.3

1,750,877 44,654 ▲ 41.8 64,305 ▲ 0.6 ▲ 41.2

うち単独分 1,588,104 40,503 ▲ 41.1 34,136 ▲ 13.4 ▲ 27.7

1,369,085 35,210 ▲ 21.1 58,137 ▲ 9.6 ▲ 11.5

うち単独分 1,205,267 30,997 ▲ 23.5 29,406 ▲ 13.9 ▲ 9.6

1,554,836 40,245 14.3 61,050 5.0 9.3

うち単独分 1,430,302 37,022 19.4 31,167 6.0 13.4

過去５年間平均 1,748,013 44,872 15.7 60,510 0.2 15.5

うち単独分 1,548,467 39,753 27.8 34,544 ▲ 4.9 32.7
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